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1. 平成23年12月期第１四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第１四半期 7,917 △0.6 1,021 12.3 1,056 18.8 341 △29.7

22年12月期第１四半期 7,968 24.3 910 △5.0 888 △8.4 485 △4.1

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年12月期第１四半期 3.00 ―

22年12月期第１四半期 4.27 ―

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第１四半期 59,964 31,627 47.8 251.80

22年12月期 61,111 31,946 47.3 253.94

(参考) 自己資本 23年12月期第１四半期 28,634百万円 22年12月期 28,878百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00

23年12月期 ―

23年12月期(予想) 0.00 ― 5.00 5.00

3. 平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 18,000 6.5 1,400 △29.8 1,400 △24.0 600 △32.1 5.28

通期 36,000 2.8 3,000 △20.5 3,000 △17.5 1,300 △23.4 11.43



  

 
(注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 
(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 
  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半

期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は完了してお

ります。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信【添付資料】P.３「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年12月期１Ｑ 118,325,045株 22年12月期 118,325,045株

② 期末自己株式数 23年12月期１Ｑ 4,606,859株 22年12月期 4,602,225株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期１Ｑ 113,720,229 22年12月期１Ｑ 113,782,344株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国内では設備投資や個人消費の持ち直しが進み、

また輸出では円高基調ではあるものの新興国の堅調な需要の継続により、景気は緩やかながらも回復基

調を辿ってきました。しかし、本年３月１１日に発生した東日本大震災により甚大な被害が出ており、

電力供給や物流網をはじめとする社会インフラに深刻な打撃を与え、今後の日本経済に多大な影響を及

ぼしつつあります。 

 このような状況の下で、当社グループでは需要の回復が続く海外市場への人造黒鉛電極の販売強化、

太陽電池やリチウムイオン電池などの高成長が期待される環境・エネルギー分野への営業の強化、原価

改善活動等に引き続き取り組んでまいりました。また、東日本大震災により当社白河工場、連結子会社

新日本テクノカーボン㈱ならびに連結子会社東北テクノカーボン㈱が被災しましたが、復旧作業を精力

的に進め、生産・出荷を再開いたしました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同四半期に比べ５千１百万円減少し、７９億１

千７百万円（前年同四半期比０．６％減）となりました。営業利益は前年同四半期に比べ１億１千１百

万円増加し、１０億２千１百万円（前年同四半期比１２．３％増）、経常利益は前年同四半期に比べ１

億６千７百万円増加し、１０億５千６百万円（前年同四半期比１８．８％増）、四半期純利益は特別損

失４億１千９百万円を計上したことにより、前年同四半期に比べ１億４千３百万円減少し、３億４千１

百万円（前年同四半期比２９．７％減）となりました。 

 なお、セグメント別の実績は次のとおりです。 

  

（炭素製品関連） 

  電極部門は、海外では引き続き旺盛な需要はあるものの、市場での競争が激しさを増してきており、

また国内電炉業界の需要が依然として弱含んでいるため、販売数量全体としては減少しました。 

 ファインカーボン部門については、半導体及び太陽電池関連業界での需要が好調であったことから、

販売数量が大幅に増加しました。 

 開発品部門については、リチウムイオン電池負極材の販売数量が堅調に推移し、また炭化けい素連続

繊維（ニカロン）の販売数量は増加しました。 

 為替レートは円高基調が続いており、また一部製品では販売価格が低下いたしました。 

  以上の結果、売上高は７７億１千８百万円、営業利益は９億９千８百万円となりました。 

  

（不動産賃貸） 

  賃貸オフィスビルの稼働率が高水準を維持し、売上高は１億２千８百万円、営業利益は４千２百万円

となりました。 

  

（その他） 

  産業用機械の販売数量が伸び悩み、売上高は７千万円、営業損失は１千８百万円となりました。 

  

  当第１四半期連結会計期間末の総資産は、５９９億６千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ１

１億４千７百万円の減少となりました。流動資産は、たな卸資産が増加しましたが、売上債権、現金及

び現金同等物の減少により、３００億６千５百万円と前連結会計年度末に比べ２億８千６百万円の減少

となりました。固定資産は、有形固定資産の減価償却により２９８億９千９百万円と前連結会計年度末

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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に比べ８億６千万円の減少となりました。 

 負債は、２８３億３千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億２千９百万円の減少となりまし

た。流動負債は、仕入債務が増加しましたが、未払法人税等及び短期借入金の減少により、２０３億１

千９百万円と前連結会計年度末に比べ３億８千７百万円の減少となりました。固定負債は、長期借入金

の減少により８０億１千７百万円と前連結会計年度末に比べ４億４千１百万円の減少となりました。 

 純資産は、利益剰余金の減少により、３１６億２千７百万円と前連結会計年度末に比べ３億１千８百

万円の減少となりました。 

  

東日本大震災による電力不足、物流停滞等は日本経済に大きな影響を及ぼすものと予想されます。 

 第２四半期以降の当社グループにおいては、電力供給制限による影響は未だ不透明ではありますが、

平成２３年２月１０日に開示した第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想は変更しておりませ

ん。  

  

該当事項はありません。 

  

①棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

  また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額

を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。 

③繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

①「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成

20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。 

  これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は７３

百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は７２百万円

であります。 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

  当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

24号 平成20年３月10日）を適用しております。 

 これによる損益の影響ありません。 

③表示方法の変更 

（四半期連結計算書関係） 

１）前第１四半期連結累計期間において、区分掲記していた営業外収益の「雇用調整助成金」は、

営業外収益総額の１００分の２０未満となったため、当第１四半期連結累計期間より、営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業外収益の

「その他」に含まれる「雇用調整助成金」は２百万円であります。 

  

２）「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月

24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前

四半期純利益」の科目を表示しております。 
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,251 8,398

受取手形及び売掛金 8,306 9,749

商品及び製品 7,520 6,297

仕掛品 3,351 3,514

原材料及び貯蔵品 1,896 1,868

その他 744 523

貸倒引当金 △4 △0

流動資産合計 30,065 30,351

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,923 18,877

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,977 △9,824

建物及び構築物（純額） 8,945 9,052

機械及び装置 36,309 36,207

減価償却累計額 △24,820 △24,171

機械及び装置（純額） 11,489 12,036

車両運搬具及び工具器具備品 2,620 2,583

減価償却累計額 △2,087 △2,028

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 533 554

土地 3,947 3,947

建設仮勘定 17 9

有形固定資産合計 24,933 25,601

無形固定資産 115 127

投資その他の資産

投資有価証券 3,111 3,128

その他 1,768 1,935

貸倒引当金 △29 △33

投資その他の資産合計 4,850 5,031

固定資産合計 29,899 30,760

資産合計 59,964 61,111
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,651 5,512

短期借入金 12,571 12,793

未払法人税等 405 764

賞与引当金 258 55

役員賞与引当金 16 40

その他 1,416 1,540

流動負債合計 20,319 20,706

固定負債

長期借入金 3,905 4,407

退職給付引当金 2,229 2,244

役員退職慰労引当金 57 71

環境対策引当金 209 209

資産除去債務 72 －

その他 1,543 1,525

固定負債合計 8,017 8,459

負債合計 28,336 29,165

純資産の部

株主資本

資本金 7,402 7,402

資本剰余金 7,800 7,800

利益剰余金 13,640 13,867

自己株式 △865 △864

株主資本合計 27,978 28,206

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 750 762

繰延ヘッジ損益 △47 △41

為替換算調整勘定 △47 △49

評価・換算差額等合計 655 671

少数株主持分 2,993 3,067

純資産合計 31,627 31,946

負債純資産合計 59,964 61,111
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(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 7,968 7,917

売上原価 5,904 5,783

売上総利益 2,063 2,133

販売費及び一般管理費 1,153 1,111

営業利益 910 1,021

営業外収益

為替差益 37 118

雇用調整助成金 16 －

その他 15 12

営業外収益合計 69 131

営業外費用

支払利息 78 67

その他 11 29

営業外費用合計 90 97

経常利益 888 1,056

特別損失

固定資産除却損 3 －

投資有価証券評価損 30 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 73

災害による損失 － 346

特別損失合計 33 419

税金等調整前四半期純利益 854 637

法人税、住民税及び事業税 383 334

法人税等調整額 △19 △28

法人税等合計 364 305

少数株主損益調整前四半期純利益 － 331

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △9

四半期純利益 485 341
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 854 637

減価償却費 831 795

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 △14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △14

受取利息及び受取配当金 △2 △1

為替差損益（△は益） △22 △26

支払利息 78 67

投資有価証券評価損益（△は益） 30 －

固定資産除却損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 73

売上債権の増減額（△は増加） 381 1,448

たな卸資産の増減額（△は増加） 28 △1,079

仕入債務の増減額（△は減少） △299 148

預り金の増減額（△は減少） △100 △123

その他 120 70

小計 1,952 1,980

利息及び配当金の受取額 1 3

利息の支払額 △101 △68

法人税等の支払額 △627 △741

その他の収入 1 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,225 1,175

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △161 △167

無形固定資産の取得による支出 △7 △0

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

非連結子会社への出資による支出 △64 －

その他 9 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △224 △159

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 416 △137

長期借入金の返済による支出 △527 △597

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △1

配当金の支払額 △481 △409

少数株主への配当金の支払額 － △44

財務活動によるキャッシュ・フロー △594 △1,189

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 429 △147

現金及び現金同等物の期首残高 6,929 8,283

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,358 8,136
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該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

  

 
  (注)  １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

  ２  各事業の主要な製品 

    (1) 炭素製品関連事業：人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製品、汎用 

        炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性黒鉛シール材、リチウムイオン電池負 

        極材、炭化けい素連続繊維 

    (2) 不動産賃貸事業：ビル、駐車場賃貸 

    (3) その他の事業：産業機械製造、機械修理、スポーツ施設 

        なお、スポーツ施設については、平成22年３月に事業譲渡しております。 

３  連結子会社日本カーボンエンジニアリング㈱は、産業機械製造等の工事に係る収益の計上基準について

は、検収基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号  平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号  平成19年12月27日）を適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、

当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。当第１四半期連結会計期間においては、工事進行基準を適用する工事契約がないため、その他の事業

の営業利益に与える影響はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

  本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超である 

  ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

  

 
(注)  １  地域は、地理的近接度により区分しております。 

２  アジアに属する主な国は次のとおりであります。 

      韓国、台湾 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

炭素製品 
関連事業 
(百万円)

不動産
賃貸事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

7,708 120 139 7,968 ― 7,968

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― 73 73 73 ―

計 7,708 120 212 8,041 73 7,968

営業利益又は営業損失（△） 894 38 △22 910 ― 910

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 2,630 856 3,487

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― 7,968

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

33.0 10.7 43.7
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３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、製品・サービス別に「炭素製品関連」、「不動産賃貸」ならびに「その他」を報告セグメン

トとしております。なお、異なる炭素製品を同一の生産設備で製造し、また、異なる炭素製品を組み合

せて販売をする場合もあります。従って、投資の決定に際しては重要な関連性があるため、炭素製品を

同一セグメントとしております。各報告セグメントの主な内容は次のとおりであります。 

 
  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日) 

 
(注)  １  セグメント間取引消去によるものであります。 

２  セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と同額となっております。 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】

報告セグメント 主な内容

炭素製品関連
人造黒鉛電極、不浸透黒鉛製品、等方性高純度黒鉛製品、機械用黒鉛製
品、汎用炭素繊維及び黒鉛繊維、含樹脂黒鉛繊維製パッキング、可撓性
黒鉛シール材、リチウムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維

不動産賃貸 ビル、駐車場賃貸

その他 産業機械製造、機械修理

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
（注１）

四半期連結
損益計算書計上額

（注２）炭素製品 
関連

不動産
賃貸

その他 計

売上高

  外部顧客への売上高 7,718 128 70 7,917 ― 7,917

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 76 76 △76 ―

計 7,718 128 147 7,993 △76 7,917

セグメント利益又は損失(△) 998 42 △18 1,021 ― 1,021

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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